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１．価格転嫁・取引適正化に関するこれまでの取

組内容



政府として、「継続的に賃上げできる環境を整える」ことを表明。
「国・地方自治体から民間への請負契約単価を、物価上昇等を踏まえて
適切に見直し」、「生産性向上支援、事業承継やＭ＆Ａの環境整備、
更なる取引適正化等を通じ、賃上げと設備投資を強力に後押し」するよう
に指示。

所信表明演説（令和7年10月24日）

「強い経済」を実現する総合経済対策（令和7年11月21日）

「官公需において、物価上昇等を踏まえた単価の見直しを行う」
「価格転嫁・取引適正化の徹底」
「サプライチェーン全体での取引適正化・商慣習是正」 等を盛り込む

第1回賃上げに向けた中小企業等の活力向上のためのワーキンググループ（令和7年12月22日）

賃上げに向けて、官公需を含む価格転嫁・取引適正化、省力化投資を含む生産性向上等の諸課題の実態を把握
し、対応策を検討するため、佐藤内閣官房副長官の総覧の下、ワーキンググループを開催。
業所管省庁と業界とが連携した取引適正化、労務費指針の改正等について報告。

価格転嫁・取引適正化に関する最近の動向

第2回賃上げに向けた中小企業等の活力向上のためのワーキンググループ（令和8年4月6日）

「官公需における価格転嫁・取引適正化加速化プラン」を公表。
警備・ビルメンテナンス業における価格基準の見直しなど官公需における取組等を推進していくことを確認。
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第５回中堅企業・中小企業・小規模事業者の活力向上のための関係省庁連絡会議・第３回賃上
げに向けた中小企業等の活力向上に関するワーキンググループ合同会議（令和8年６月１日）

第４回賃上げに向けた中小企業等の活力向上に関するワーキンググループ（令和8年9月10日）



業所管省庁

受注者

発注者

中小企業庁経営陣

調達部門

②フォローアップ調査

発注者の対応や回答について
・ アンケート調査
・ 取引Gメンによるヒアリング調査

⑤改善の指示

①価格交渉促進月間の
 積極周知・広報

（毎年９月、３月）

※回答が発注者に知ら
れないよう、匿名性の
確保を徹底し集計

価格交渉の活発化、
価格転嫁の増加

③発注者リストの公表

④指導・助言、勧奨
 注意喚起の実施

「価格交渉促進月間」における取組

• 中小企業の賃上げ実現の鍵となる価格転嫁・取引適正化を経済界全体で促すため、毎年３月と９月を「価
格交渉促進月間」と設定。

• 受注側中小企業30万社へのアンケート調査や、発注者ごとに価格交渉・転嫁等の状況を整理した「発注
者リスト」の公表等により、発注者の自発的な取引方針の改善に繋げる。

• 2021年９月から開始し、2026年３月に10回目の「月間」を実施。
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• 2026年３月の「価格交渉促進月間」を踏まえ、2025年10月から2026年３月までの期間における価格交
渉・価格転嫁・支払条件の状況について、中小企業30万社に対しアンケート調査を実施。

• 調査の結果を６/26（金）に公表。

2026年３月「価格交渉促進月間」フォローアップ調査結果概要

⚫ 調査期間 ： 2026年４月20日（月）～６月３日（水）

⚫ 回答企業数 ： 69,625社（回答から抽出される発注者数は延べ91,233社） ※前回調査：69,988社（延べ86,538社）

⚫ 回収率 ： 23.2％ ※前回調査：23.3％

結果概要

価格転嫁率

⚫ 価格転嫁率は、前回から0.7ポイント増の54.2％（前回53.5％）。

⚫ 官公需取引に限った場合の価格転嫁率は、前回から3.7ポイント下落し、48.4％（前回52.1％）。
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※ 価格転嫁率は、「実際のコスト上昇分のうち、価格転嫁が実現した割合」の回答の平均値。以下同じ。



官公需の取引状況に関する実態把握の強化

これまでの調査（価格交渉促進月間フォローアップ調査）

中小企業
（取引先）

• 官公需における価格転嫁・取引適正化の実態把握を強化するため、官公需に特化して、受注側の中小企業
に対し、国等・地方公共団体との取引状況を把握するための調査を実施する。

• 併せて、「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に基づく措置状況調査について、小規模な自治体を
含め、全自治体に対象を拡充し、実施する。両調査ともに、結果は年度内に公表予定。

全国の中小企業にアンケートを配布し、
10社以上の中小企業から回答があった

発注者（国等・地方公共団体）の状況を公表

課題

⚫ 官公需取引を行っているか否かを問わず、
調査票を配布しているため、全回答のうち、
官公需に関するものの件数が限られる。

新たな調査（官公需における取引状況調査）

国等・地方公共団体から契約先リストを提出していただき、
当該リストに掲載された中小企業に対し調査を実施

国等・地方公共団体
（1,984機関） 契約先リスト提出

（取引のある中小企業情報）

発
注
者
に
よ
る
自
己
点
検

受
注
者
に
よ
る
評
価

より多くの機関の、受注側中小企業による評価
結果をリスト形式で整理し、公表予定

「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」 に基づく措置状況調査

■調査対象

「発注者リスト」に状況を公表した機関は
9２機関のみ（2026年3月調査結果）

○国等 196機関

○都道府県 47機関

○すべての市町村 1,718機関

○東京都特別区 23機関 合計1,984機関

○国等（※） 196機関

○都道府県 47機関

○人口10万人以上の市町村 258機関

○東京都特別区 23機関

（※）府省庁、独立行政法人、国立大学法人等 人口10万人未満の小規模な自治体においても、
主要な項目について、措置の状況を確認

■調査対象
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価格転嫁・取引適正化対策の今後の方向性（まとめ）

①中小受託取引適正化法【取適法】（従業員基準の追加による対象拡大、協議に応じない一方的な価格決定や手形払いの禁止等。)

②受託中小企業振興法【振興法】（従業員基準の追加による対象拡大、指導・助言に従わない事業者に具体的に改善を促す勧奨を追加等。)

③フリーランス・事業者間取引適正化等法（フリーランスの取引環境、就業環境の整備。 2024年11月施行。）

※①及び②は2026年1月1日より改正法施行。取適法対象外取引に関する適正化策について企業取引研究会（公取・中企庁共催）で議論し、独禁法の告示策定等。

１. 法の厳正な執行

３. 取引実態の把握・相談対応

①取引Gメン（330名）が取引実態をヒアリング（年間１万件以上）

②取引かけこみ寺（全国47都道府県に設置）における相談対応を実施（年間１万件以上）

２.民間の自主的取組の後押し

①価格交渉促進月間（2021年９月から開始。毎年９月、3月に実施）に基づく、「発注者リスト」公表、迅速な注意喚起、指導・助言

②価格転嫁を阻害する商習慣の見直し（取組状況の見える化、PDCAサイクルによる改善）

③取引適正化のための自主行動計画（34業種・98団体 ※2026年10月時点）の改訂・徹底

④パートナーシップ構築宣言(109,805社 ※2026年10月23時点)の周知・実効性の向上

⑤労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針（2023年11月策定、2026年1月改定）の周知・徹底

４. 官公需における価格交渉・価格転嫁の促進

①国等の契約の基本方針（2026年4月閣議決定）において、価格転嫁・取引適正化の徹底、ダンピング防止の徹底、フォロー

アップの強化、人事評価における配慮等を措置。

②実勢価格を踏まえた予定価格の作成や低入札価格調査制度・最低制限価格制度の徹底と価格基準の見直し等、2027

年度末までに国等・地方公共団体において100％実施すべき措置を示した「官公需における価格転嫁・取引適正化加速化プラ
ン」の推進、進捗状況の見える化を実施予定。

→事業所管大臣を通じた業界への働きかけ強化



2．パートナーシップ構築宣言とは



• パートナーシップ構築宣言は、「発注者」の立場から、「代表者の名前」で、サプライチェーン
全体の付加価値向上や望ましい取引慣行の遵守等について自主的に宣言・公表することで、取引
適正化に関する社内への意識徹底、取引先からの取組の見える化等を図り、サプライチェーン全
体の共存共栄を図る取組。

※「未来を拓くパートナーシップ構築推進会議（PS会議）」（2020年5月）において、導入を決
定。

• パートナーシップ構築宣言を宣言・公表した企業は、補助金について加点措置が受けられる等、
優遇措置を受けることができる。
  ※新事業進出・ものづくり商業サービス補助金、賃上げ促進税制（中堅企業向け）の要件、
企業活力強化資金の融資、都道府県による宣言企業への補助金や制度融資等の各種優遇措置、
等。

２．宣言するメリット（補助金の加点等、優遇措置）

• サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携（オープンイノベーション、IT実装、グリーン
化等）

• 中小受託事業者との望ましい取引慣行（「振興基準」）の遵守

１．宣言の骨子

「パートナーシップ構築宣言」について
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⚫ 2026年10月23日時点で109,805社が宣言（うち、資本金3億円超の大企業は3,486社）
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3．パートナーシップ構築宣言の取組



• 宣言企業の取組状況を把握し、実効性の向上につなげるため、宣言企業への調査(2021年度～)
及び、受注側企業への調査(2022年度～)を実施。

• それぞれの調査結果については、宣言企業に対するフィードバック等に活用しており、自社の取
組状況を客観的に把握し、さらなる改善につなげていただくことを目的としている。

■宣言企業調査 (宣言企業の自己評価)

○ 調査対象：2025年8月28日時点で宣言を行っているパートナーシップ構築宣言企業

○ 調査票の配布企業数：77,416社 (うち、資本金3億円超の大企業は3,098社)

○ 調査期間：2025年8月28日(木)～2025年10月7日(火)

○ 回答した宣言企業数：38,441社（昨年は25,812社） うち、大企業は2,376社（昨年は1,820社）

○ 回答率：約50%(大企業は約77%)

○ 調査対象：2025年8月28日時点の資本金3億円超のパートナーシップ構築宣言企業と取引実績をもつ受注側企業

○ 調査票の配布企業数：300,000社

○ 調査期間：2025年9月24日(水)～2025年11月7日(金)

○ 回答した受注側企業数：15,741社（委託のみ）

○ 受注側企業５社以上から回答の集まった宣言企業数：840社（昨年は677社）

○ 有効回答率：約5.4%

■受注側企業調査（受注側企業による宣言企業の評価）※受注側企業は発注側企業を最大3社まで選択して回答

出典：令和7年度_パートナーシップ構築宣言取組状況アンケート

宣言の取組状況調査の概要
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発注側企業の受注側企業に対する支援と、受注側が発注側企業に求める支援項目

受注側企業が、発注側の宣言企
業に対して行ってほしい支援や連
携の取組 (複数回答)

(N=5,179 ※「特になし」と回答した企業
を除く)

宣言企業（大企業）が、サプライ
チェーンの課題への対応、共存共栄
に向けて、受注側企業との連携や支
援している取組 (複数回答)

(N=1,703 ※「特になし」と回答した企業を
除く)

1 働き方改革 41.1%

健康経営、労働安全衛生 22.2%

人材育成支援・専門家人材
マッチング 17.8%

データの相互利用 16.1%

IT機器、設備導入 13.4%

2

3

4

5

1

2

3

4

5

グリーン化 33.2% 

健康経営、労働安全衛生 30.4% 

共通取引基盤（EDI）導入 29.4% 

働き方改革 23.9% 

データの相互利用 21.0% 

【回答が多かった上位５項目】【回答が多かった上位５項目】

受注側企業が、発注側の宣言企業
（大企業）が力を入れていると感じ
る支援や連携の取組 (複数回答)

(N=7,582 ※「特になし」と回答した企業
を除く)

健康経営、労働安全衛生 47.8%

働き方改革 43.5%

データの相互利用 22.4%

共通取引基盤(EDI)導入 22.2%

サイバーセキュリティ関連 21.2%

【回答が多かった上位５項目】

• パートナーシップ構築宣言は、価格転嫁だけではなく、サプライチェーン全体の付加価値向上を
目指す取組であり、宣言内容の１つ目の柱である「サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系
列等を超えた新たな連携」の取組状況について、受注側企業調査と宣言企業調査の両調査で確認。

• 受注側企業から期待の高い取組が「働き方改革」「健康経営、労働安全衛生」等である一方、宣
言企業（発注側大企業）が力を入れている取組は、「グリーン化」「健康経営、労働安全衛生」
等となっている。

受注側企業調査宣言企業調査（自己評価）

令和7年度_パートナーシップ構築宣言取組状況アンケートから中企庁が編集 14



• 「働き方改革」では、運輸業における共同配送、発注の適正化等によるドライバーの長期労働の
削減、建設業における適正工期確保や現場一斉閉所日設定等の取組が見られた。

• 「健康経営・労働安全衛生」では安全協力会での安全衛生に関する情報共有や共同での安全パト
ロール実施等の事例が確認された。
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働き方改革

健康経営・
労働安全衛

生

✓ 高効率生産方式を採用した上で、 4週8閉所が実現できる全体工期を提示し、川
上段階となる工事発注者の理解を得られるよう努めることで適正工期を確保。

✓ 平日に現場一斉閉所日を設定する取り組みや、取引先（協力会社）が休暇を取
得しやすいよう、現場閉所日カレンダーを掲示して協力会社と情報共有。

取組分野 取組詳細

✓ 共同配送によりドライバーの長時間労働を抑制、発注の適正化により現場
オペレーションのスムーズ化、残業削減に貢献。

✓ 発注側企業として実態調査を実施し、荷待ち時間改善、パレット化、リー
ドタイム延長などの対応を継続的に荷主へも要請。

建設業

取組企業の業種

運輸業

✓ 協力会社用の安全衛生手帳を策定し、交付。中小規模主要協力会社に対してフ
レンドリー監査で実地訪問し、積極的支援を実施。

✓ 自社工場内で請負作業を行う協力会社に対して共同で安全パトロール等、労働
災害に対する予防処置を実施。

その他の製造業

✓ 取引先との安全協力会により、安全衛生や法改正に関する情報を共有。
✓ 健康経営、労働安全衛生に関する指針を明記した「サプライヤー行動指針」を制
定してウェブ公開。一部の取引先に対しては対面でも説明を行い、従業員の健康、
労働安全衛生について理解を深める活動を実施。

サービス業

受注側企業からの期待が高い分野における、宣言企業による積極的な取組事例

令和7年度_パートナーシップ構築宣言取組状況アンケートから中企庁が編集 15



• 「人材育成・人材マッチング」では、協力会社の雇用能力開発事業及び法定資格取得への支援、
取引先からの出向受け入れや人材教育支援等を実施している事例があった。

• 「データの相互利用」では、EDIやクラウドを活用したデータ相互利用・データ共有を行うこと
で、自社と取引先双方の業務効率化に取り組んでいる事例があった。

人材育成・
人材マッチング

データの相互
利用

取組分野 取組詳細

情報通信業

取組企業の業種

建設業

化学工業

建設業

✓ 自社SE部門と取引先との間で、リソース情報（スキル、空いている時
期）を共有し、最適なプロジェクト体制を構築する仕組みを提供。

✓ 取引先からの出向受入れと人材教育支援。

✓ 専門会社と連携して協力会社の雇用能力開発事業および法定資格取得への支
援・助成、建設キャリアアップシステムを推進。

✓ 技能と経験が豊富な職長を「優良職長」として認定し、手当を支給することで、技能
労働者の処遇改善と定着を支援。

✓ EDI契約により、注文内容の確実な伝達と過去データの共有を実施。
✓ 図面データや各種資料データをクラウドで共有。
✓ 建設キャリアアップシステム（CCUS）の就業履歴データを利用した建退共（建設

業退職金共済）電子申請方式の現場展開・優良技能者制度における出面(建設
工事現場で働く人員の入退場管理)の確認。

✓ 自社生産計画、部品在庫、取引先からの納品予定をクラウド上で即時且つ
自動共有することで双方の業務効率化を実現。

✓ クラウドサービスの活用によるデータ相互利用・データ共有を推進

令和7年度_パートナーシップ構築宣言取組状況アンケートから中企庁が編集

受注側企業からの期待が高い分野における、宣言企業による積極的な取組事例
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広報ツールの作成

• 宣言の理念が現場まで浸透されていないという課題認識から、宣言企業が社内展開及び取引先に
パートナーシップ構築宣言を実施していること（振興基準を遵守していること）を周知するため
のツールとしてチラシを作成した。

• 表面には自社のロゴを入れることができ、裏面は振興基準のポイントを明記した。宣言企業に通
知をし、広く利用を促している。

社名：ロゴ欄 17



4．宣言企業の取組事例



• 令和４年度から、パートナーシップ構築宣言の更なる拡大、意義の浸透、実効性の向上と、
サプライチェーン全体での協力拡大に向けた機運醸成を目的として、シンポジウムを開催す
るとともに、経済産業大臣賞を創設し、サプライチェーンでの新たな連携に取り組む優良事
例の表彰・紹介などを実施。

（参考）第４回パートナーシップ構築シンポジウムの概要

日時：令和8年6月12日（金）14:00～16:00
会場：イイノカンファレンスホール (オンライン配信併用)
主催：経済産業省
後援：日本経済団体連合会、日本商工会議所、日本労働組合総連合会
参加者：表彰企業、選定委員長、日本商工会議所、中小企業庁（その他オン

ライン500名ほど）
プログラム：開会ビデオメッセージ 、基調講演、優良企業の表彰・講評、

受賞企業による取組事例のプレゼンテーション・閉会挨拶

【表彰企業】

パートナーシップ構築大賞 経済産業大臣賞
株式会社日立ソリューションズ・クリエイト

パートナーシップ構築大賞 中小企業庁長官賞
森ビル株式会社

中小企業賞
フタバ食品株式会社、株式会社三原田組

テーマ特別賞（GX表彰）
NECネッツエスアイ株式会社 

パートナーシップ構築シンポジウムの概要
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宣言企業の取組事例
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宣言企業の取組事例



パートナーシップ構築宣言取組事例集

• 取組事例集をパートナーシップ構築宣言のポータルサイトに掲載しています。

＜令和7年度 取組事例集＞＜令和6年度 取組事例集＞ ＜令和8年度 取組事例集＞
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5．地域における普及促進の取組



補助金加点等、インセンティブ措置等の例

• 宣言率が高い各自治体においては、加点措置のインセンティブの他に、県や国、県内団体が、宣

言の推進と価格転嫁円滑化に係る共同宣言を実施するなど、取引適正化に向けた取組を積極的に

実施している。

■群馬県
○県・国・県内団体が、宣言の推進と価格転嫁円滑化
に係る共同宣言を発出

○制度融資、補助金の対象に宣言企業を追加
○宣言企業に対して物件等競争入札参加資格に係る
格付基準での加点措置

■福井県
○県・国・県内団体が宣言の県内企業への周知を含む、
適正取引・価格転嫁に係る共同宣言を発出

○宣言企業であることを補助金の要件化、宣言企業に
対して補助金の加点措置

○宣言企業を対象とした融資制度
○県ホームページにて周知活動を実施

■鳥取県
○県・国・県内団体が宣言の県内企業への周知を含む、
価格転嫁と賃上げに係る共同宣言を発出

○宣言企業に対して補助金の加点措置

■広島県
○「広島県パートナーシップ構築宣言普及促進会議」を
開催、県・国・県内団体が普及・促進を申合せ

○宣言企業に対して補助金の加点措置

■埼玉県
○県・国・県内団体が、宣言の周知・支援策の検討を
含む、価格転嫁の円滑化に係る連携協定を締結

○制度融資の対象に宣言企業を追加
○宣言企業に対して補助金、物件等競争入札参加資
格に係る格付基準での加点措置、公共工事調達にお
ける埼玉県総合評価方式のプラス評価

○宣言の登録促進に向けて、県内企業へアンケート調
査や個別訪問を実施

24



ご清聴ありがとうございました

価格交渉支援ツール取適法ガイドブック 振興基準リーフレット 官公需リーフレット
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参考資料



⚫ 取引条件を改善すること
⚫ 委託事業者と中小受託事業者の

共存共栄を目指すこと

（参考）振興基準の改正

• 振興法（受託中小企業振興法）では、経済産業大臣が委託事業者と中小受託事業者
のよるべき一般的な基準として「振興基準」を定めている。

※パートナーシップ構築宣言では振興基準の遵守が必須（10万社超が宣言）。業界団体の自主行動計画
（34業種・98団体）にも振興基準の遵守が盛り込まれる。

• 振興法は取適法よりも適用対象が広く、製造委託等を行う幅広い取引を対象とする。

• 主務大臣は振興基準に定める事項について、指導・助言を行うとともに、適切な具
体的措置をとるべきことを勧奨することができる。

ポイント

• 契約条件の明確化
• 知的財産取引の適正化
（新たな「知財取引指針」に基づく取引の実施） 等

• 取引適正化ガイドライン、講習会、
価格交渉ハンドブック 等

• 威圧的な交渉をしない

• 合理性や十分な協議を欠く対価決定をしない

• 協議の申出には応じる

• 労務費転嫁指針を遵守する

• 買いたたきをしない

• 型の無償保管要請をしない（望ましくない事例を明記）

• 働き方改革を阻害する取引をしない

• 納品の検査等の方法を予め協議して定める

• 受領日から60日以内に現金で代金を払う

• サプライチェーン全体で支払方法の改善を進める

• 価格転嫁の浸透を後押しする人事評価制度の整備 等 • 振興事業計画の活用 等

⚫ 発注の改善に努めること

⚫ 価格交渉・価格転嫁のツールを
活用すること

⚫ 中小受託事業者の連携を進めること

※下線部は令和8年6月24日に改正。
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